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　現在，つぎのような点について研究を進めている。
すなわち，アメリカ行政法の特色について，（1）行政機
関と福祉行政，（2）連邦法と州法との関係，（3）アメリカ
の行政法と私法との関係，（4）行政機関と裁判所の事件
数，（5）アメリカにおける行政法の位置，⑥アメリカの
行政法の適用範囲，（7）行政機関の位置，（8）行政機関の
機能，（9）各省庁と独立規制行政委員会との関係，⑳ア
メリカ行政法理論の展開，などの点を考察してきた。
　すなわち，アメリカ行政法においては，従来は州際
通商などの規制行政の分野が最も重要な分野であった
が，現在は，社会福祉，消費者聞題，環境保護問題な
どの新たな問題が行政法の重要な分野となってきてい
る。アメリカにおいては，この社会福祉行政の問題は
本来的には州が処理すべき問題であると考えられてい
たが，この分野に連邦政府が積極的に介入してきてい
る。
　また，行政事件の大部分は行政機関が処理してお
り，裁判所に提起される行政事件はごく一部にすぎな
い。この行政事件は，略式手続により処理される場合
が多い。
　アメリカ行政法の適用範囲は，（1）行政機関の権限と
その範囲，②行政処分を行う場合の要件，（3）行政庁の
違法な行政処分に対する行政救済であり，行政上の事
件は私法上の事件と同じく，司法裁判所が管轄し，普
通法の裁判管轄に基づいて裁判が行われている。アメ
リカ行政法において現在とくに問題となっているの
は，行政手続の問題であり，個々の行政実定法は，行
政庁が行政を執行していく場合の行政手続と裁判所に
よる行政救済との関連において問題になるに止まって
いる。
　また，アメリカの各省庁と独立規制行政機関との関
係については，行政各省庁は大統領の指揮下にある
が，規制行政委員会は大統領から独立しており，構造
上，基本的に異なっていること，規制行政機関は国内
経済のあらゆる種類の取引，通商について規制権を有
しているが，行政各省庁は，法律によりこのような広
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範囲の規制権を賦与されているほか国民に対する授益
的給付権能をも遂行していること，規制行政機関は特
定の職務を遂行する専門家の集団であるのに対し，各
省庁の長官は一般には政治家であること，などの点を
指摘できる。
　以下，ひき続き，わが国の行政法とアメリカの行政
手続に関し，検討を加える。
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